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研究成果の概要（和文）：本研究は，都市圏（首都圏と政令指定都市）に関するデジタル地理情報を積極的に活
用することによって，人口動態，土地や住宅ストックの配分，地価・家賃形成の相互依存関係について精緻な実
証分析を行ってきた。とりわけ，人口の高齢化と住宅の老朽化が同時に進行することが予想されている都市圏郊
外部を対象として分析を行っている。
　都市圏郊外部においては，都市縁辺部からの影響として少子高齢化の影響を受けて地価が低下する要因と，都
市中心部からの影響として1970年代，80年代に建てた共同住宅の老朽化し周辺環境が悪化する要因が交錯して，
2020年以降，地価が低下に転じ，土地用途や公共施設の再配置が要請される。

研究成果の概要（英文）：Intensively employing digital geographic information, including the 
Population Census, the Public Notice of Land Prices, and the Housing Land Survey, this study carries
 out detailed empirical investigations into the interaction among population dynamics and movements,
 the allocation of land and housing stocks, and land and rent pricing in downsizing urban areas 
including the metropolitan area and the government-designated cities.
     In the near future, probably starting from the 2020s, the suburbs of the urban areas will 
experience two-way negative impacts on land pricing. One impact will come from the peripheries with 
land prices declining as a result of population shrinking and aging, while the other will come from 
the core with those slumping as negative externality effects of aging apartment houses. In these 
regards, this study proposes policy recommendations for changes in land usages and reformation of 
public facilities.

研究分野：マクロ経済学，金融理論
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１．研究開始当初の背景 
少子高齢化でダウンサイジングしている
都市環境においては，土地・建物ストックの
適切な量的縮小や効率的な用途転換が求め
られる。本研究では，日本の都市における土
地・建物利用についてどのような調整が進行
しているのか（「調整が起きていない」こと
も含めて）を実証的に検証するとともに，望
ましい調整のあり方を検討していく。その上
で都市のダウンサイジングに有効に対応す
るための都市政策を提言する。 
 
２．研究の目的 
少子高齢化の進行が都市のあり方に与え
る影響を取り扱った研究は，近年，都市経済
学で取り扱われるようになった。都市経済学
では，「医療・介護等の特徴的なサービス財
を消費し，ある程度の資産を保有する経済主
体」として高齢者層を特徴付け，労働者・消
費者である若年者層と区別している。主要な
関心の 1つは，人口が減少し高齢者比率が高
まる少子高齢化において，高齢者や若年者の
居住地選択や，製造業やサービス業の立地選
択がどのように展開し，都市がどのように形
成されるのかを明らかにするところにある。 
具体的には，主として 3つのトピックスに
取り組む。 
プロジェクト 1：少子高齢化が顕著な地方都
市圏や大都市周辺・郊外部において地域メッ
シュデータを整備し，人口動態，転出入動向，
地価形成の相互依存関係を実証的に分析す
る。特に，1980 年代，90 年代の人口拡大期
に農地から商業・住宅地に用途転換された地
価が，2000 年代の人口縮小期にどのように
形成されているのかを明らかにする。 
プロジェクト 2：首都圏の共同住宅（マンシ
ョン・団地等）に関するデータベースを構築
することによって，共同住宅の老朽化の実態
を明らかにする。老朽化共同住宅の存在が周
辺地域の地価形成や土地利用に対して負の
外部性が生じていないのかを分析する。 
プロジェクト 3：住宅土地統計調査の個票デ
ータに地理情報データや市町村レベルの経
済・行政情報を組み合わせることによって，
どのような要因が都市高齢者の地域移動を
妨げているのかを明らかにする。また，公共
施設配置に関するアンケート調査を通じて，
高齢者がどのような都市機能をどの程度に
評価しているのかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究の実証研究（プロジェクト 1，2，3）
については，以下のように研究を進めてきた。 
プロジェクト 1：地方の政令指定都市につい
てはメッシュごとにパネル化した地理情報
データベースを構築し，首都圏（埼玉県，千
葉県，東京都，神奈川県）については市区町
村レベルにデータを集約しながら，人口動態，
転出入動向，地価形成，住宅の遊休化・老朽
化の相互依存関係を実証的に明らかにする。

地方の中堅都市については，コンパクトシテ
ィ政策の影響も考慮する。 
プロジェクト 2：首都圏について共同住宅に
関する大型地理情報データベースを構築し
ながら， (i)首都圏においてどの程度の速度
と規模で共同住宅の老朽化が生じるのか，
(ii) 共同住宅の老朽化が周辺地価形成に対
して負の外部性をもたらしているのか，など
を実証的に検証する。 
プロジェクト 3：住宅土地統計調査の個票デ
ータには，過去の居住地の情報が含まれてい
ることから，(i)移動なし，(ii)市内移動，
(iii)同一県内の市間移動，(iv)県外移動，
に分類し，それぞれの移動パターンが世帯属
性や経済・社会環境によってどのように決定
されているのかを明らかにする。また，都市
機能や生活環境に対する選好に関してアン
ケート調査を行う。 
 
４．研究成果 
本章の「研究成果」では，本研究プロジェ
クトの報告書である『都市の老い：人口の高
齢化と住宅の老朽化の交錯』（図書①の成果，
齊藤誠編，勁草書房，2018 年 1 月）の概要
を報告する。 
「第 1部：都市の老い」は，首都圏と地方
中核都市について「都市の老い」の現象を実
証的に分析している。「第 1 章：首都圏の老
い：人口減少・高齢化と住宅老朽化が交錯す
るとき」（齊藤誠・顧濤・中川雅之）では，
埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県から構成
される首都圏について，人口動態，住宅老朽
化，地価形成のダイナミックな相互依存関係
を実証的に明らかにしている。首都圏では，
今後 20 年間で首都圏周辺部から中心部に向
かって押し寄せてくる人口の減少や高齢化
と，そうした人口動態に起因する地価低迷や
住宅の空き家化の現象と，首都圏中心部から
周辺部に向かって押し寄せてくる分譲マン
ションや賃貸共同住宅の老朽化が首都圏郊
外でぶつかり合う。その結果，東京 23 区の
縁辺区やそこに隣接するさいたま市，千葉市，
多摩地区，横浜市，川崎市に向かう地域が人
口増加・地価上昇のフェーズから人口減少・
地価低下のフェーズに移っていく。一方，人
口や経済が今後も成長する地域は，東京 23
区や横浜市，川崎市の中核地域に限定されて
しまう。 
「第 2章：地方中核都市の老い：人口動態
と地価形成の多様な関係」（顧濤・中川雅之・
齊藤誠）では，地方中核都市について人口動
態と地価形成の関係を分析している。札幌市，
仙台市，福岡市のような古くからの政令指定
都市では，1990 年代には地価高騰の調整を
終えた。2000 年代に入ると，首都圏の広域
で起きているような人口減少・地価低下と人
口増加・地価上昇の二極化が起きてきた。一
方，新潟市，静岡市，浜松市のような新しい
政令指定都市では，2000 年代に入っても，
上述の二極化現象が明確に現れたわけでは



なかった。同じく二極化現象が顕著でなかっ
た富山市では，2000 年代初頭でも中心部と
郊外で地価格差が小さかったこともあって，
都市中心部への機能や人口の移転を誘導す
るコンパクトシティ政策を進めることが可
能であった。 
 「第 2部：老朽化する共同住宅のインパク
ト」の 3つの章では，分譲マンションや賃貸
アパートなどの共同住宅ストックの老朽化
や遊休化（空き家化）の実態を，首都圏を中
心として実証的に検討している。「第 3 章：
マンションの老朽化と人口の高齢化がもた
らす首都圏の姿」（清水千弘・中川雅之）で
は，首都圏の分譲マンションについて築年を
含めて物件情報について精度の高いデータ
ベースを構築して，マンションの老朽化と人
口の高齢化で首都圏の姿がどのように変わ
っていくのかを分析している。特に分譲マン
ションストックの集積とその老朽化は，都市
に対して外部不経済をもたらし，土地価格の
下落を推し進める要因の一つとなっている
ことを明らかにした。老朽化の地価低下に与
える程度は，人口要因の 3分の 1以下ではあ
るものの，老朽化の速度が人口の高齢化の速
度よりもかなり早い。 
「第 4章：共同住宅の遊休化・老朽化と家
賃形成：首都圏と地方中核都市を事例として」
（宗健）では，まず首都圏及び主要都市を対
象にして賃貸共同住宅の遊休化とその影響
について論じている。その分析では，都市部
での遊休化の進行はそれほどでもなく，都市
郊外において空き家率が高まりつつあるこ
とを示している。また，首都圏中心部におい
て賃貸共同住宅の老朽化が進んでいること
を示している。 
「第 5章：人口・世帯と住宅ストックの関
係：空き家滅失のメカニズムについて」（宗
健）では，住宅土地統計調査と住民基本台帳，
およびゼンリンデータを組み合わせた分析
結果からは，自治体総数に対して 20％以上の
300自治体以上で住宅ストックが減少してい
ることが確認された。そうした減少メカニズ
ムは市場や政策によるものではなく，個人の
費用負担による滅失に依存しているという
仮説を提出している。その上で滅失を市場機
能として促進するための滅失権取引制度や
中間法人による土地保有などの提案がなさ
れている。 
「第 3部：少子高齢化社会における人口移
動の停滞」では，地域間人口移動の実態を明
らかにしている。第 1部でも議論してきたよ
うに，首都圏の中堅市区や地方中核都市が人
口増加から人口減少に転じたのは，都市圏外
からの転入が大幅に減少したことが影響し
てきた。第 3部では，少子高齢化が進行して
いる日本社会全体で人口移動の停滞が生じ
ている実態を明らかにし，その原因を特定し
ていく。「第 6章：どのような世帯が移動し，
どのような世帯が移動しないのか？：『住宅
土地統計調査』から見た傾向と特徴」（唐渡

広志・山鹿久木）では，住宅土地統計調査の
世帯単位の個票データを利用しながら，同一
市町村内での転入，同一県内他市町村からの
転入，県外からの転入に分けて住居移動に関
する傾向と特徴について明らかにしている。
分析結果からは，全国だけでなく，大都市圏
を抱える南関東や近畿においても認められ
る。すなわち，少子高齢化の影響ばかりか，
遠距離移動の全般的な停滞が，2003 年から
2008 年にかけて転入率の低下の背景をなし
ている。こうしたファインディングは，圏外
からの転入が人口増加を支えていた都市圏
の人口が減少に転ずる一方，同一市町村内で
の人口移動がむしろ活発になっていく可能
性を示唆している。 
「第 7章：社会環境の変化と移住行動」（山
鹿久木・唐渡広志）では，まず，第 6章でも
用いてきた住宅土地統計調査の世帯単位の
個票データを利用しながら，同一市町村内で
の移動（以下では近距離移動と呼ぶ），同一
県内他市町村からの移動（中距離移動），県
外からの移動（遠距離移動）に分けて住居移
動に関する傾向と特徴について，上述の 3つ
のタイプの移動に「移動なし」の選択肢を加
えた質的選択の計量経済モデルを用いて明
らかにしている。1998 年から 2008 年の 10
年間では，①移動距離に関わらず高所得者層
の移動の頻度が高いこと，②遠距離移動にな
るほど高齢者層が移動しなくなること，③全
般的に遠距離移動や中距離移動から近距離
移動にシフトしていること，④遠距離移動が
活発であった 20歳代，30歳代でも近距離移
動へのシフトが認められることが認められ
た。 
「第 4部：都市のダウンサイジングに対す
る行政対応」では，第 1章から第 7章までの
実証分析を踏まえながら，「都市の老い」に
対する政策や行政の対応がどのような方向
性を有し，どのような性格の政策技術から構
成されるべきなのか，市場メカニズムとの整
合性をいかにとっていくのか，を慎重に考察
している。「第 8 章：公共施設再配置に関す
る利害対立と合意形成：埼玉県のケース」（中
川雅之）では，2017 年 2 月に実施したアン
ケート調査に基づいて住民の反応の特徴を
つかみ一定の合理性のあるプランに住民の
同意を求めるためにどのような工夫が必要
なのかについて行動経済学的な観点から議
論している。とりわけ重要なファインディン
グは，長期的なプランに一挙に合意形成を求
めるよりも，何度も合意形成の機会を設けな
がら，比較的短期のプランについて合意を重
ねていく漸次的な手法が有効であるという
ところである。アンケートの分析結果からは，
公共施設の再配置に対する合意形成には，さ
まざまな工夫の余地があることも示唆され
ている。 
「第 9章：都市圏の縮小と広域行政の必要
性」（中川雅之・齊藤誠）では，ヨーロッパ
や OECD 諸国が展開している都市縮小に対



する政策について事例研究を紹介しながら，
都市縮小に対する政策として広域行政を展
開する際の 4つの留意点を指摘している。第
1 に，都市縮小への積極的な対応として構築
されたはずの広域行政を当該地域の無謀な
経済成長戦略にすりかえられないようにす
る。第 2に，都市のダウンサイジングという
政策課題に対応する政策ツールはきわめて
技術的な側面が強く，さまざまな法律や税制
の整備が必要になってくることに留意する。
また，市場メカニズムと整合的な形でインセ
ンティブを政策ツールに組み込むことも重
要な対応となってくる。第 3に，大都市圏ガ
バナンスにおいては，基礎自治体である市町
村からその上位にある都道府県への権限移
譲を進めることが非常に重要である。第 4に，
都市縮小への対応として広域行政の手法が
有効なケースに市町村行政の手法が適用さ
れ，逆に，市町村行政の手法が有効なケース
に広域行政の手法が適用されるような事態
を極力避ける。 
研究全体をまとめると，「都市の老い」と
いう社会経済現象が①人口動態と地価形成
の相互依存関係（第 1部と第 2部第 3章），
②住宅老朽化・遊休化と人口高齢化の同時進
行（第 1 部と第 2 部），③都市圏外からの転
入の停滞と市町村内での移動の活発化（第 1
部と第 3部）などの複雑な側面を伴って進行
する一方で，それらに対応する政策は，きわ
めて地道な政策営為を必要とし，時間をかけ
た住民たちの合意形成に支えられていく。 
 これらの研究成果は，2012年度から 2017
年度にかけて学会報告をするとともに雑誌
論文の形で発表してきた。また，現在英文投
稿を試みている論文については，研究分担者
が所属する機関のディスカッションペーパ
ーとして公表している。 
研究成果のアウトリーチ活動としては，

2016年 10月 6日には和光市と共催の形で公
共施設の再配置について公開シンポジウム
を開いた。また，2018年 3月 17日には調布
市の協力を得て「『首都圏の老い』に向き合
うためには？」と題して公開シンポジウムを
日本大学で開催した。 
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